
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　床面上に設置され、少なくとも両側部に、中央部よりも両端部が上位となるような複数
の案内溝が形成された下ベースと、この下ベースの上方に水平方向に移動可能として設け
られ、前記下ベースの案内溝とほぼ直交する方向を向き、中央部よりも両側部が下位とな
るような複数の案内溝が形成された上ベースとを備えるとともに、前記下ベースと上ベー
スとの間に、それらの各案内溝に嵌合されて案内溝内を転動可能なローラを有する移動体
を設け

たことを特徴とする収納什器等の免震装置。
【請求項２】
　各案内溝の長さを、上ベースが最大限移動しても、上ベース上に載置した収納什器等の
重心が下ベースの外方に出ない長さとした請求項１に記載の収納什器等の免震装置。
【請求項３】
　各案内溝の中央部に、通常時においてローラの一部が嵌入可能な凹部を設けた請求項

に記載の収納什器等の免震装置。
【請求項４】
　上下のベースの周囲をそれぞれカバーにより覆ってなる請求項 のいずれかに
記載の収納什器等の免震装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
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【発明の属する技術分野】
本発明は、地震の発生時に、展示ケース、ロッカー、キャビネット、家具等の転倒を防止
することができるようにした収納什器等の免震装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
この種の従来の免震装置としては、例えば特開平９－１７３１７１号公報、実開平２－４
５０３８号公報に開示されているものがある。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
上記前者の免震装置は、床面上に前後方向に移動可能として載置した収納家具を、４本の
引張りスプリングを介して床板の中央に連結し、地震発生時に収納家具が前後方向に移動
するのを引張りスプリングのばね力により規制し、家具の転倒を防止しようとするもので
ある。
【０００４】
この免震装置は、前後方向のみの免震構造であり、従って前後に転倒し易い横長の家具に
対しての免震効果は期待できるが、左右方向にも転倒する恐れのある立方体形の収納什器
等に対処できない問題がある。
【０００５】
一方、上記後者の免震装置は、家具の下方に敷設された下板の複数箇所に皿形の凹部を形
成し、凹部内に収容した鋼球により支持された上板上に、家具を載置してあるため、地震
の発生時に鋼球が凹部内を転動することにより、どの方向にも免震効果が期待できる。
【０００６】
しかし、鋼球を単に皿状の凹部内に収容し、その自由な転動により地震の揺れを吸収する
ようにしているため、家具より収納物を出し入れする通常の使用でも、小さな外力を加え
ただけで家具本体が揺れてしまい、使用しにくい問題がある。
【０００７】
また、凹部の大きさも限られることから、大きな地震が発生すると、免震作用が失われて
家具が転倒したり、鋼球が凹部より飛び出したりする恐れがある。
【０００８】
本発明は、上記問題点を解決するためになされたもので、通常時における小さな外力によ
る揺れを防止するとともに、二次元方向の揺れを吸収することにより、什器等の形状に関
係なくその転倒防止が図れるようにした収納什器等の免震装置を提供することを目的とし
ている。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
　上記目的を達成するために、本発明の免震装置は、床面上に設置され、少なくとも両側
部に、中央部よりも両端部が上位となるような複数の案内溝が形成された下ベースと、こ
の下ベースの上方に水平方向に移動可能として設けられ、前記下ベースの案内溝とほぼ直
交する方向を向き、中央部よりも両側部が下位となるような複数の案内溝が形成された上
ベースとを備えるとともに、前記下ベースと上ベースとの間に、それらの各案内溝に嵌合
されて案内溝内を転動可能なローラを有する移動体を設け

たことを
特徴としている。
　このような構成としたことにより、地震の発生時に床面に設置した下ベースが例えば前
後又は左右の二次元方向に揺れると、上下のベースにおける各案内溝に嵌合されているロ
ーラが、収納什器等の荷重に抗して相対的に前後又は左右方向に転動して上昇運動を繰り
返すため、その際の運動エネルギが揺れのエネルギを吸収する。従って、上ベースに載置
された収納什器の前後又は左右の二次元方向の揺れが吸収され、それらの方向に転倒する
のが防止される。
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【００１０】
上記免震装置において、各案内溝の長さを、上ベースが最大限移動しても、上ベース上に
載置した収納什器等の重心が下ベースの外方に出ない長さとするのが好ましい。
このようにすると、大きな揺れでも収納什器等が転倒する恐れがない。
【００１２】
上記免震装置において、各案内溝の中央部に、通常時においてローラの一部が嵌入可能な
凹部を設けるのが好ましい。
このようにすると、上記と同様、通常時において収納什器等が妄りに動くのが防止される
。
【００１３】
上記免震装置において、上下のベースの周囲をそれぞれカバーにより覆ってなることが好
ましい。
このようにすると、各案内溝やそれに嵌合されているローラ等が隠蔽されるので、外観的
体裁を向上することができる。
【００１４】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施例を図面に基づいて説明する。
【００１５】
図１は本発明を適用した展示ケース１を示すもので、展示ケース１は、免震装置２上に固
定的に載置されている。
【００１６】
図２は、免震装置２の平面図、図３は同じく正面図、図４は同じく右側面図を示すもので
、免震装置２は、平面視正方形状の上下１対のベース枠３，３（上ベース，下ベース）と
、長方形をなす枠体４ａ，４ｂを、その中央部において直交するように井げた状に重ねて
固着した移動枠体４と、各ベース枠３の周囲を覆う上下１対のカバー枠５とからなってい
る。
【００１７】
図５及び図６に示すように、移動枠体４における左右方向に長い下側の枠体４ａの左右の
側片４ｃと、前後方向に長い上側の枠体４ｂの前後の側片４ｄとには、それぞれ左右方向
を向く軸回りに回転する前後１対ずつのローラ６と、前後方向を向く軸回りに回転する左
右１対ずつのローラ６とが枢着されている。７は、上下の枠体４ａ，４ｂが交叉する四隅
に固着された補強片である。上下のベース枠３の四隅にも補強片７が固着されている。
【００１８】
上下のベース枠３は、移動枠体４をがたなく収容可能な大きさをなし、上側のベース枠３
の前後の枠板３ａには、図３に示すように、ほぼ中央に頂部を有し、その両側部が漸次下
向きに傾斜する概ねへの字形の左右１対の案内溝８，８が形成されている。
【００１９】
各案内溝８には、上側の枠体４ｂの４個の各ローラ６が転動可能として嵌合され、通常時
において各ローラ６は、上側のベース枠３の自重により各案内溝８の中央の頂部に位置す
るようになっている。
【００２０】
下側のベース枠３における左右の枠板３ｂには、図４に示すように、ほぼ中央に底部を有
し、その両側部が漸次上向きに傾斜する前後１対の案内溝９が形成され、各案内溝９には
、下側の枠体４ａの４個のローラ６が転動可能として嵌合されている。
【００２１】
通常時において各ローラ６は、上側のベース枠３と移動枠体４の重さにより各案内溝９の
中央の底部に位置するようになっている。
【００２２】
全てのローラ６が案内溝８，９のそれぞれの頂部と底部に位置する通常時においては、上
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下のベース枠３は上下に整合し、かつ互いの対向面間に若干の隙間が形成されるようにな
っている。
【００２３】
上記各案内溝８，９の長さは、各ローラ６が前後左右に最大限転動しても、免震装置２上
に載置した展示ケース１が転倒しない長さ、すなわち展示ケース１の重心が免震装置２の
外方に出ない長さとしてある。
【００２４】
上側のベース枠３の前後及び左右の下面の中央部には、摩擦抵抗の大きな摩擦パッド１０
が、下側のベース枠３の前後及び左右の上面と摺接するようにして固着されている。
【００２５】
下側のベース枠３の下面の四隅には、高さ調整用のアジャスタボルト１２が取付けられて
いる。
【００２６】
次に、上記実施例の作用について説明する。
【００２７】
地震発生時以外の通常時においては、展示ケース１の荷重が免震装置２に加わっているた
め、上側のベース枠３の案内溝８に嵌合しているローラ６は、図３に示すように、案内溝
８の頂部に位置するとともに、下側のベース枠３の案内溝９に嵌合しているローラ６は、
図４に示すように、案内溝９の最下点である底部に位置している。
【００２８】
この状態から左右方向の揺れが発生すると、下側のベース枠３及び移動枠体４は床面と共
に振動するが、上側のベース枠３は、図７に示すように（カバー枠５は図示を省略）、そ
の案内溝８に嵌合しているローラ６が左右方向に移動して、上昇運動を繰り返し、このと
きの展示ケース１を上昇させる運動エネルギが揺れのエネルギを吸収するため、展示ケー
ス１の大きな揺れが伝わることがなく、その転倒が防止される。
【００２９】
一方、前後方向の揺れが発生した際には、下側のベース枠３は床面と共に振動するが、そ
の案内溝９に嵌合している各ローラ６が、図８に示すように、前後方向に転動して上昇運
動を繰り返すことにより、移動枠体４、上側のベース枠３及び展示ケース１も上昇を繰り
返し、このときの運動エネルギにより揺れのエネルギが吸収され、展示ケース１が前後方
向に転倒するのが防止される。
【００３０】
上記前後及び左右方向への振動時において、各ローラ６が案内溝８，９の頂部及び底部を
通過する際、上側のベース枠３の下面に固着した摩擦パッド１０が下側のベース枠３の上
面と接触するため、展示ケース１の揺れを短時間で終息させることができる。
【００３１】
また、通常時においては、摩擦パッド１０が常時下側のベース枠３上に当接しているため
、その摩擦抵抗により小さな外力で展示ケース１が妄りに動く恐れはない。
【００３２】
本発明は、上記実施例に限定されるものではなく、種々の実施形態をとり得る。
【００３３】
例えば図９及び図１０に示すように、上下のベース枠３における案内溝８，９の頂部と底
部に、ローラ６の一部が嵌入する凹部１３を形成してもよい。このようにすると、通常時
において展示ケース１が容易に動くのが防止される。
【００３４】
また、図１１及び図１２に示すように、上下の案内溝８，９を、中央部に頂部及び底部を
有する円弧形としてもよい。この際にも、頂部と底部にローラ６の一部が嵌入する凹部１
３を形成するのが好ましい。
【００３５】
なお、上述した各案内溝８，９の傾斜角度及び曲率半径は、免震装置２上に載置される什
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器等の重量や高さ、形状等により適宜に設定しうることは勿論である。
【００３６】
上記実施例では、上下の枠体４ａ，４ｂの前後及び左右の側端のみに１対ずつのローラ６
を設けているが、それらの中間部にも複数対のローラ６を上下のベース枠３の中間部に横
架した横桟の案内溝に嵌合するようにしてもよい。
【００３７】
上記実施例においては、免震装置２を展示ケース１等の収納什器と別体としているが、上
側のベース枠３を収納什器の下部に一体的に設けてもよい。
【００３８】
【発明の効果】
本発明によれば、次のような効果が得られる。
【００３９】
　（ａ）請求項１に記載の発明によれば、例えば前後、左右の二次元方向の揺れが吸収さ
れるため、収納什器等の形状に関係なく、その転倒を防止することができる。

【００４０】
（ｂ）請求項２に記載の発明によれば、大きな揺れが発生しても収納什器等の転倒が防止
される。
【００４２】
　（ ）請求項 に記載の発明によれば、通常時における収納什器の揺れをより効果的に
防止することができる。
【００４３】
　（ ）請求項 に記載の発明によれば、上下のベースの各案内溝やそれに嵌合されたロ
ーラが外部に露呈しないので、外観的体裁が向上する。
【００４４】
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明を適用した展示ケースの斜視図である。
【図２】同じく、免震装置の平面図である。
【図３】同じく、一部切欠正面図である。
【図４】同じく、一部切欠右側面図である。
【図５】同じく、移動枠体の平面図である。
【図６】同じく、移動枠体の正面図である。
【図７】同じく、左右方向に揺れたときの正面図である。
【図８】同じく、前後方向に揺れたときの右側面図である。
【図９】上側のベース枠の案内溝の別実施例を示す拡大正面図である。
【図１０】下側のベース枠の案内溝の別実施例を示す拡大右側面図である。
【図１１】上側のベース枠の案内溝の他の実施例を示す拡大正面図である。
【図１２】下側のベース枠の案内溝の他の実施例を示す拡大右側面図である。
【符号の説明】
１　　　　　展示ケース（収納什器）
２　　　　　免震装置
３　　　　　上下のベース枠（上下のベース）
３ａ，３ｂ　枠板
４　　　　　移動枠体（移動体）
４ａ，４ｂ　枠体
４ｃ，４ｄ　側片
５　　　　　カバー枠（カバー）
６　　　　　ローラ
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ｃ ３

ｄ ４



７　　　　　補強片
８，９　　　案内溝
１０　　　　　摩擦パッド（摩擦材）
１２　　　　　アジャスタボルト
１３　　　　　凹部

【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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【 図 ４ 】 【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】
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【 図 １ ２ 】

(8) JP 4010656 B2 2007.11.21



フロントページの続き

(56)参考文献  特開平１１－１５３１８５（ＪＰ，Ａ）
              特開平１０－０９４４４４（ＪＰ，Ａ）
              特開平１０－０８８８５６（ＪＰ，Ａ）
              実開平０３－０６２２４７（ＪＰ，Ｕ）
              実開昭６４－００１５３８（ＪＰ，Ｕ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              A47B  97/00
              F16F  15/02
              A47F   3/00

(9) JP 4010656 B2 2007.11.21


	bibliographic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

